
 

平成 24 年 4 月 9 日 
各    位 

  
会 社 名 株式会社 荏原製作所 
代表者名 代表取締役社長 矢後 夏之助

(コード番号 6361  東証第 1 部  札証)
問合せ先 執行役員経理財務統括部長 長木 健悟

(電話 03－3743－6111)
 

 
ドイツ･インフラサーブ・プロジェクトのプラント引渡等に関するお知らせ 

 

標題の件、プラントの引渡等につき下記のとおり顧客と合意しましたのでお知らせいたします。 

記 
 
１．ドイツ・インフラサーブ・プロジェクトの概要 
  事業名称： The Planning, Delivery, Construction and Commissioning of Combustion 

Plant for Thermal Use of Refused Derived Fuels at the site of the Hoechst 
Industrial Estate in Frankfurt am Main 

  事業概要： 一括請負方式による廃プラスチック燃料(RDF :Refused Derived Fuels)による発電

設備建設事業。日量約 1,700 トンの RDF 燃焼により 68,300kWh を送電 
  顧客名称： Thermal Conversion Compound Industriepark Hoechst GmbH （T2C） 
  契約金額： Euro216 百万 （受注時邦貨換算額 323 億円） 

２．プラントの引渡について 
本年 2 月 7 日にお知らせ済みのとおり、本プラントにおいてはボイラ仕様を*ICFB から**TIF

方式に変更しました。その結果、発電量等のプラント性能は原契約条件と比較して低下しました

が、客先の搬入する金属片を大量に含む多様な品質の RDF を処理しプラントを安定して操業

することが可能となりましたので、この度当社は現状有姿でのプラント最終引渡(Taking over)に
ついて客先と合意しました。 
 最終引渡(Taking over)に際しては、RDF 品質が安定していないことに鑑み、原契約で求めら

れていた最終引渡後の機械保証等の保証義務(Warranty)から一切免除されることを条件に、

当社は性能向上のための追加改造工事費用の一部として客先の施工する工事の進行に応じて

Euro 30 百万を限度に負担することに同意しました。 

 プラント性能低下について、当社は RDF の品質不良が原因であると主張しましたが、客先はこ

の主張を認めずに性能未達による建設請負契約の遡及的解除に言及しながら性能向上のため

の追加改造工事の施工あるいは当該費用負担を要求し、両者で協議を重ねました。協議不調

の場合はドイツでの長期の係争も懸念されたため、現状有姿での最終引渡を優先し客先と合意

に至ったものです。この合意により遡及的解除権を含む相互が有する損害賠償請求権は消滅し

ます。 
 なお、本プラント建設はプロジェクトファイナンスを利用しているため、最終引渡にはプロジェクト

融資銀行団の承諾が求められており、客先は現在銀行団に対して承諾依頼の手続中です。 

*ICFB： 内部循環流動床ボイラ(Internally Circulating Fluidized-bed Boiler) 
**TIF： 旋回流型流動床焼却炉(Twin Interchanging Fluidized-bed) 
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３．工事代金の一部繰延について 

欧州での景気後退の長期化や RDF 処理受託費(Tipping fee)の継続的な下落から、本プロ

ジェクトは売上減少が懸念される事態となっています。TIF 方式への変更によるプラント性能低

下と相まって客先は事業計画を全面的に見直していますが、プロジェクト融資銀行団は当分の

間は本プロジェクトの業況改善が見込めず融資の早期かつ全額の回収が困難と判断しており、

客先との間で事業の抜本的再建を目的とした協議を行なっています。 
 この様な状況下、客先はプラント最終引渡にあたり、未払工事代金 Euro 64 百万の当社への

支払について銀行団との協議を踏まえた長期延払とすることを要請してきました。 

本プロジェクトはヘキスト工業団地の運営に関わる基幹プロジェクトであり、事業の再建により

長期的には客先業況の回復が期待できることから、銀行団と客先との協議が進行中であることに

鑑み、当社としても客先の事業の抜本的再建に協力した方が当社の債権保全につながると判断

してこの要請に応じることとしました。 

４．業績への影響 

今回の合意に基づくプラントの最終引渡しに伴い当グループが負担することとなる追加改造

費用 Euro30 百万(3,294 百万円)については、連結子会社荏原環境プラント株式会社において

工事損失として平成 24 年 3 月期第 4 四半期に計上します。 
 また、長期延払となる売上債権 Euro64 百万(7,000 百万円)についても回収懸念債権として、

連結子会社荏原環境プラント株式会社において平成 24 年 3 月期第 4 四半期に全額を貸倒引

当金として計上します。 
 なお、平成 24 年 3 月期連結業績につきましては現在精査中であり、確定次第速やかにお知ら

せいたします。 

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び 将来業績に影響を与える不確実な要因に係る一

定の前提に基づいています。実際の業績等は、今後様々な要因によって異なる可能性があります。 
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